
Ⅰ . はじめに

　小児を取り巻く医療の問題では、以前より医療資源の

偏在や緊急性の低い小児の時間外受診が増えるなどの社

会的救急患者の増加の問題があげられている1）2）。

　社会的救急患者増加の要因には、近年の少子化等によ

り、保護者が完璧を求める傾向にあり、小児科の専門医

に診てもらいたいという意識が高くなっているという意

識の変容や疾患への理解不足や看護能力の低下があげら

れている。また、育児情報の氾濫や、核家族化の影響も

あり、身近に相談できる人がおらず、専門家の意見が聞

きたいと受診するケースもある。さらに、夜型社会への

移行、共働きによる日中に受診しにくい社会環境、乳幼

児医療の無料化により受診抑制が効かないなど3）多くの

要因が挙げられる。

　特に働く母親にとって子どもの病気は、核家族化が進

行し、共稼ぎが増えている昨今では子育て中の大きな困

難の一つである。

　そういう現状の中、小児救急電話相談事業が2004年よ

りスタートした。これは、全国に設置されており、休日・

夜間の急な子どもの病気にどう対処したら良いか、病院

の診療を受けた方が良いかなど判断に迷った時に、小児

科医師・看護師への電話による相談ができるものであり、

健康に育つ権利をもった子どもと親に対して安心を供給

し、不均衡な需給バランスにある小児救急医療をサポー

トする目的で実施されている4）。

　相談内容は、発熱が最も多い症状であり、発熱につい

ての相談が40％を占め、家庭での対応が可能なケースが

85％あったという報告5）や発熱についての相談が病気の

35％を占め、75％が家庭での対応が可能6）との報告がな

されている。

　また、コミュニティレベルの１歳６か月児健診を受診

した母親の調査からは、発熱に対し、医療機関受診の必

要性や判断に迷い、発熱に対し「やや不安」、「非常に不

安」と回答した親が７割いる7）という報告もなされてい

る。

　これらのように、小児の発熱は、母親の日常での心配

事の一つであり、医療機関の受診を決定する判断は、母

親によるところが多く、子どもの発熱に関しての研究も

様々行われている8）～12）。しかし医療機関を受診した保

護者についての研究は多くあるが、コミュニティレベル

での研究は多くない状況である。そこで、子どもが発熱

したときの母親の保健行動を把握するため、一保育所に

おいて、小児の発熱に対する母親の認知について実態を

把握したので報告する。

　用語の操作的定義　

　社会的救急患者；軽症であるにも関わらず、核家族化

や共稼ぎ、社会の夜間化等の社会的要因により、休日・

夜間等、診療時間外に救急外来を受診する患者

Ⅱ . 研究方法

１．研究対象者

　Ａ県Ｂ地区の公立保育所に通所する児の母親31名。

２．調査方法及びデータ収集方法

　2014年３月に、無記名自記式質問紙調査を行った。３

月を選定した理由は、インフルエンザの流行時期を避け

るためと、多くの子どもが入所から約１年を経過する時

期であり、入園間もない時期に比べ、母親側の発熱に対

する考えが定まること、子どもの発熱の経験も増えるこ

とを考慮し選定した。

　調査票の配布は、調査の主旨、無記名であることなど

を明記した調査依頼文とともに、保育所の担任から子ど
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もを通じて母親へ配布した。回収は担任を通じて回収を

行った。

３．調査内容

　研究対象者の子どもが２人以上通所している場合は、

年齢が一番小さい子どもについて回答を求めた。

１）基本属性

　�　保育所通所中の子どもの年齢、母親の年齢、家族構

成、子どもの数、保育所に入所している子どもの出生

順位、母親自身のきょうだいの数、母親の育児経験、

母親の職業、母親の最終学歴、保健、医療、福祉など

の専門教育の有無、母親が感じている家庭の経済状

況、小児救急電話相談（＃8000）の認知、かかりつけ

医の有無、かかりつけ医までの移動時間の13項目を設

定した。母親の育児経験は、第１子出産以前におむつ

を替える、ミルクをあげるなど子どもの世話をした経

験の有無を「ある」、「ない」の２選択での回答を得た。

母親が感じている家庭の経済状況は、「ゆとりあり」、

「ややゆとりあり」、「ふつう」、「やや苦しい」、「苦しい」

の 5 選択での回答を得た。

２）母親の子どもの発熱に対しての認知

　子どもの平熱、発熱したと思う体温、不安に感じる体

温、医療機関受診を必要と感じる体温、発熱への不安、

発熱の意義の認知の６項目を設定した。発熱への不安

は、「全く不安はない」、「あまり不安はない」、「どちら

ともいえない」、「やや不安」、「非常に不安」の５選択で

の回答を得た。発熱の意義の認知は、通常の発熱は感染

や炎症に対する防御反応であると思いますかの問いに対

し、「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」、「どち

らともいえない」、「どうちらかといえばそう思わない」、

「そう思わない」の５選択での回答を得た。

３）事例での受診行動の有無

　母親の保健行動のうち、受診行動に焦点をあて、受診

するか否か事例を提示し尋ねた。事例は複数の小児科医

により監修を得て作成し、看護師５名により検討を行っ

た。内容は、特に基礎疾患がなければ、夜間の救急受診

を行わなくても翌日まで家庭でケアをしながら様子をみ

ることが可能というものである。これは、小児の対象を

幼児と想定して作成したものであり、乳児、特に３か月

未満の乳児の発熱は、医療機関の受診の必要性がある。

具体的には、日曜日の午後７時を想定し、熱が38.0℃と

いう情報のみの場合を事例Ａとし、さらに熱が38.5℃、

機嫌は良い、水分はとれ、食事量低下の場合を事例Ｂと

し２事例を想定した。それぞれの事例においてこれから

医療機関を受診するか否かの２選択で尋ねた。

４．分析方法

　分析は、エクセル統計2012を用い記述統計分析を行

い、事例での受診の有無を受診群、未受診群の２群に分

け、χ２検定及びFisherの直接検定によって確認した。

有意水準はｐ＜0.05とした。

　受診群、未受診群の２群は、事例Ａまたは事例Ｂのい

ずれかにおいて受診する群を受診群、事例Ａおよび事例

Ｂのどちらも受診しない群を未受診群とした。それを従

属変数とし要因の検討を行った。

５．倫理的配慮

　保育所の所長に研究の目的、倫理的配慮について説明

し同意を得た。また、調査対象者には、依頼文書にて、

研究の目的、調査は無記名であり個人が特定されないこ

と、調査研究以外の目的で利用しないこと、調査は任意

であり調査協力の有無によって不利益を被らないこと、

調査票の提出をもって調査協力の同意が得られたとする

ことを明記した。

　調査票の回収においても回収用封筒に入れ密封して、

担任を通じて回収を行った。

Ⅲ . 結果

　調査対象者31人に配布し、回収数は31人（回収率

100％）であった。なお、項目別に有効な回答のあった

ものを分析対象とした。

１．対象者の概要

　母親の年齢は24歳から42歳であり、平均年齢34.9歳

であった。就業状況は、パート12人（38.7％）、常勤14

人（46.2％）、自営業 2 人（6.4％）であり、約９割の母

親が就労している状況である。家族構成は、核家族19人

（61.3％）であった。子どもの数は、１人が13人（41.9％）、

２人が11人（35.5％）であった。子どもの年齢は、１歳

５人（16.1％）、２歳６人（19.4％）、３歳10人（32.3％）、

４歳５人（16.1％）、５歳５人（16.1％）であり、全員が

１歳以上の幼児であった。また 3 歳以上が 6 割以上を占

めていた。かかりつけ医は、31名全員がかかりつけ医を

もっており、かかりつけ医までの時間は平均7.9分であっ

た（表１）。

２．母親の子どもの発熱の認知

　母親の子どもの発熱の認知においては、子どもの平

熱は平均36.3℃、発熱したと思う体温は平均37.4℃、母

親が子どもの熱に対して不安に感じる体温の平均は

38.2℃、医療機関の受診を必要と感じる体温の平均は

38.0℃であった（表２）。
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３．子どもの発熱への不安の程度

　子どもの発熱への不安の程度は、「やや不安」、「非常に不

安」と答えた母親が25人（80.6％）という結果であった（表３）。

４．事例による受診行動

　事例を用いた結果では、子どもが発熱し、38.0℃と

いう発熱だけでも夜間に受診するという母親は、10

人（32.3％）であった。さらに、熱が38.5℃に上がり、

水分はとれるが、食事をとらない状態になると、18人

（58.1％）の母親が受診するという結果であった（表４）。

５．事例による受診行動をとる母親の要因の検討

　事例Ａまたは事例Ｂのいずれかにおいて受診する群を

受診群、事例Ａおよび事例Ｂのどちらも受診しない群を

未受診群とし、２群に分けそれを従属変数として、要因

の検討を行った。以下受診群、未受診群とする。

　受診群、未受診群において、基本属性となる家庭の経済

状況、母の専門教育の有無、母親の育児経験、母親自身の

きょうだい数、＃8000の認知を独立変数とし、その関連を

検討した結果、有意な関連は見られなかった（表５）。

表２.母親の子どもの発熱の認知　　　　　　　　（Ｎ=31）

平均体温（℃） ｒａｎｇｅ
子ども平熱 36.3 35.8-36.8
発熱したと思う体温 37.4 37.0-38.0
母親が子供の熱に対して不安に感じる体温 38.2 37.1-40.0
医療機関の受診を必要とする感じる体温 38.0 37.0-40.0

表３.母親の発熱への不安の程度　　　　　　　　　　（Ｎ=31）

発熱への不安の程度 人数 ％
全く不安はない ０ 0.0 
あまり不安はない ２ 6.5 
どちらともいえない ４ 12.9 
やや不安 19 61.3 
非常に不安 ６ 19.3 

表５.事例での受診の有無と基本属性

合計
（ｎ =31）

事例での受診の有無

ｐ値受診群 未受診群

（ｎ=18） （ｎ=13）

家庭の経済状況

　ゆとりあり・ややゆとりあり 4（12.9） 2（50.0） 2（50.0）

0.737　ふつう 15（48.4） 8（53.3） 7（46.7）

　やや苦しい・苦しい 12（38.7） 8（66.7） 4（33.3）

母の専門教育の有無 *

　なし 22(71.0) 10(45.5) 12(54.5)
0.092

　あり 8(25.8) 7(87.5) 1(12.5)

母の育児経験

　ある 14（45.2） 9（64.3） 5（35.7）
0.524

　ない 17（54.8） 9（52.9） 8（47.1）

母親自身のきょうだい数

　1 人 1（3.2） 1（100.0） 0（0.0）

0.672
　2 人 16（51.6） 10（62.5） 6（37.51）

　3 人 9（29.1） 4（44.4） 5（55.6）

　4 人以上 5（16.1） 3（60.0） 2（40.0）

＃ 8000 の認知

　知っている 13(41.9) 7（53.8） 6（46.5）
0.686

　知らない 18(58.1) 11（61.1） 7（38.9）
数値は人数（％）
* 欠損値 1 名を除く
χ２検定及び Fisher の直接検定
受診群：表４Ａ・Ｂいずれか受診する
未受診群：Ａ・Ｂどちらも受診しない

表１.対象者の基本属性　　　　　　　　　　　　（Ｎ=31）

人数 ％
母の年齢
　20 ～ 29 ４ 12.9 平均　　34.9歳
　30 ～ 39 19 61.3 
　40 以上 7 22.6 
　無回答 １ 3.2 
就業状況
　無職 １ 3.3 
　パート 12 38.7 
　常勤 14 45.2 

　自営業 ２ 6.4 

　その他 ２ 6.4 
家族構成
　核家族 19 61.3 
　複合家族 ９ 29.0 
　ひとり親家族 ３ 9.7 
子どもの数
　１人 13 41.9 
　２人 11 35.5 
　３人 ７ 22.6 
子どもの年齢
　１歳 ５ 16.1 
　２歳 ６ 19.4 
　３歳 10 32.3 
　４歳 5 16.1 
　５歳 5 16.1 
かかりつけ医
　あり 31 100.0 
　なし ０ 0.0 
かかりつけ医までの時間 平均　　7.9分

表４.シュミレーション事例による受診行動　　　（Ｎ=31）

人 数 ％
Ａ：熱 38.0℃の場合 受診する 10 32.3  

受診しない 21 67.7  

Ｂ：熱 38.5℃の場合 受診する 18 58.1 
受診しない 13 41.9  

Ａ・Ｂどちらも受診する 10 32.3  
Ａ受診する　Ｂ受診しない ８ 25.8  
Ａ・Ｂどちらも受診しない 13 41.9  
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　また、母親の子どもの発熱の認知においては、医療機

関の受診が必要と感じる体温の平均は、受診群37.9℃に

対し未受診群38.2℃という結果であった（表６）。

Ⅳ . 考察

１．母親の子どもの発熱の認知

　母親が認識している子どもの平熱の平均は、36.3℃で

あり、すべての母親が回答していた。平熱は、子どもの

健康の指標となるため、平熱の把握は重要と考える。

また、子どもが発熱したと思う体温の平均は、37.4℃で

あり、平熱より1℃上昇すると発熱と見なしており、太

田ら7）とほぼ同様の結果であった。

　さらに母親が子供の熱に対して不安に感じる体温の平

均は、38.2℃であり、医療機関の受診を必要と感じる体

温の平均は、38.0℃であった。これらより、医療機関の

受診を必要とする体温の平均より、子どもの熱に対し不

安に感じる体温の平均の方が高いという結果であった。

　これらより、母親が、子どもの発熱時に医療機関の受

診を考える際、母親は、不安に感じる体温に至る前に医

療機関を受診しようとしていることが伺える。それは、

子どもの発熱に対し、安易に母親側の安心を得るための

受診行動ではなく、38.0℃を超えると受診の必要性があ

ると認識しているためではないかと考えられる。

　細野ら13）は、発熱児に対する母親の認知と対処行動

を調査した結果、発熱に関する知識は誤解も多く、発熱

自体が熱性けいれんや脳障害を引き起こすことがあると

するものも多数あった。と報告している。このように、

母親が子どもの発熱に対し、不安の要因の一つに熱性け

いれんや脳障害を考えていることが伺える。今後、発熱

の認知だけでなく、発熱は生体の防御反応の一つである

という発熱の意義の認知や、発熱時の家庭での対処方法

の実際等を調査項目に加え、受診行動との関連を検討す

る必要があると考える。

　さらに本調査では、子どもの発熱への不安の程度は、

「やや不安」、「非常に不安」とした母親が25名（80.6％）

あった。これは、太田ら７）の報告の69.5％、約７割より

多い結果となった。

Schmi t t14）は、39.0℃未満の発熱に対して強い不安を

示すなど、保護者が子どもの発熱に対して過剰な恐れを

持っていることを明らかにし、「Fever　phob ia（発

熱恐怖症）」として報告しており、また、母親の病気の

理解と看護能力についても十分でないこと10）が明らか

となっている。

　今回の調査でも背景にFever　phob iaの存在が考え

られ、今後、母親の子どもの発熱時に時間外受診を決定

する要因の一つに病気の理解度についても検討する必要

があると考える。

２．事例による受診行動 

　小児の発熱に対する母親の保健行動、特に時間外受診

に焦点をあて、事例を設定した結果、事例により時間

外受診の必要性を認識している母親は、熱が38.0℃とい

う情報のみでも10人（32.3％）。さらに熱が38.5℃に上が

り、水分はとれるが、食事をとらない状態になると18人

（58.1％）の母親は時間外受診の受診行動をとろうとし

ているという結果であった。当初より、事例は小児科医

師の監修を得、基礎疾患がなければ、家庭で様子を見な

がら翌日受診することが可能な事例を想定していたが、

今回の調査では、約６割近い母親が社会的救急患者の保

護者になり得る可能性があると考えられる。

　これらより、母親自身の発熱についての知識の少ない

ことや、家庭での対処に困り、受診行動をとろうとして

いる現状が伺える。以前より、子どもの病気や対処の

仕方についての健康教育の必要性が言われ続けている10）

が、依然浸透していないのではないかと考えられ、今後、

さらに正しい知識の啓発のために健康教育の継続が必要

であると考える。

　しかしながら、今回の結果は、一保育所での調査であ

り、かかりつけ医を全員がもっており、かかりつけ医ま

での時間も平均7.9分と近距離であった。そのため、受

診しやすい環境であったことは否めない。

　さらに、時間外受診群と未受診群と２群に分け、基本

属性を独立変数とし、要因を検討したが、今回の調査で

は有意な関連は見られなかった。今後、子どもの年齢、

対象地域等を検討し、調査を拡大する必要があると考え

る。

　一方、事例での受診の有無と母親による子どもの発

熱の認知では、医療機関の受診を必要とすると感じる

熱の平均が受診群37.9℃であるのに対し、未受診群では

38.2℃という結果であった。このことより、受診群は、

未受診群より受診を必要と感じる子どもの体温が低い傾

表６.事例での受診の有無と母親の子どもの発熱の認知の平均体温

事例での受診の有無
受診群 未受診群

（ｎ=18） （℃）（ｎ=13） （℃）
子ども平熱 36.4 36.3
発熱したと思う体温 37.3 37.4
母親が子供の熱に対して不安に感じる体温 38.3 38.3
医療機関の受診を必要とする感じる体温 37.9 38.2
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向がみられた。これは、子どもの発熱時に、38.0未満で

も、受診行動をとろうとしている母親の実情が伺える。

　本来、子どもの発熱時に、子どもの機嫌や、水分摂取

が可能かどうかなど観察することなく、発熱という状況

だけで受診を決定しようとしていると考えられる。この

点においても今後、母親への健康教育をする際に発熱の

意義や発熱時の子どもの観察のポイント、家庭での看護

方法、受診のタイミング等の教育が必要であると考え

る。

Ⅴ . 結論

　今回用いた事例では、58.1％、約６割の母親が社会的

救急患者の保護者になり得る可能性があることが示唆さ

れた。

　今後、本結果をもとに、社会的救急患者の保護者にな

り得る要因の検討を行う必要がある。さらに、その要因

を検討するにあたり、母親の発熱についての認知だけで

なく、病気の知識や発熱時の対処方法なども視野に入れ

検討する必要がある。

　今回、一公立保育所入所中の子どもの母親のみを対象

としたため、対象人数も少なく、子どもの年齢にも幅が

あった。今後は、年齢を統一し、対象地区を拡大した調

査が必要である。
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